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諮問庁：国土交通大臣  

諮問日：平成２８年３月１１日（平成２８年（行情）諮問第２２３号） 

答申日：平成２９年２月８日（平成２８年度（行情）答申第７１７号） 

事件名：「地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影響の有無及びその程

度」が分かる文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる請求文書①ないし請求文書⑤（以下，併せて「本件請

求文書」という。）の開示請求に対し，請求文書①及び請求文書②につ

き，別紙の２に掲げる文書１ないし文書２－２（以下，併せて「本件対象

文書」という。）を特定し，その一部を不開示とし，請求文書③ないし請

求文書⑤につき，これを保有していないとして不開示とした決定について

は，本件対象文書を特定したこと及び請求文書③ないし請求文書⑤を保有

していないとして不開示としたことは，いずれも妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２６年６月１０日付け国部整総情

第１２３０号により中部地方整備局長（以下「処分庁」という。）が行っ

た一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求め

る。  

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね次のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 請求文書①工事前後の地形・地質及び地下水位の変動状況について，

工事後については「工事後の地形，地盤，地下水位の変動状況につい

ては計っておらずデータを保有していない」ということであるが，

「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等

の損害等に係る事務処理要領」（以下「要領」という。）２条（事前

の調査等）では「公共事業に係る施設の規模，構造及び工法並びに工

事箇所の地盤の状況等から判断して，工事の施行による地盤変動によ

り建物等に損害等が生ずるおそれがあると認められるときは・・・次

の各号に掲げる事項のうち必要と認められるものについて調査を行う

ものとする。・・・一 地形及び地質の状況 二 地下水の状況」と
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され，建物損害の補償にとって最も基本となる情報であり，工事前し

か実施していないということはありえない。もっと真剣に対象文書を

探し出すべきである。 

イ 請求文書②工事前後の地盤変動に関する測定結果について，Ａ地区

については部分開示され，Ｂ地区については「不存在」ということで

あるが，「要領」２条（事前の調査等）では「次の各号に掲げる事項

のうち必要と認められるものについて調査を行うものとする。・・・

三 過去の地盤変動の発生の状況及びその原因」とされ，また，工事

後については「要領」３条（地盤変動の原因等の調査）で「起業地の

周辺地域の建物等の所有者・・・から地盤変動による建物等の損害等

の発生の申出があったときは，地盤変動による損害等と工事との因果

関係について，速やかに，調査を行うものとする。」とされている。

現にＡ地区では計っていながら，Ｂ地区では「計っておらずデータを

保有していない」ということはあり得ない。もっと真剣に対象文書を

探し出すべきである。 

ウ 請求文書③工事に伴う湧水の発生時期とその水量，調整池及び共同

溝工事との関連も含めるについて，Ａ地区，Ｂ地区ともに「不存在」

ということであるが，「要領」３条（地盤変動の原因等の調査）で

「起業地の周辺地域の建物等の所有者・・・から地盤変動による建物

等の損害等の発生の申出があったときは，地盤変動による損害等と工

事との因果関係について，速やかに，調査を行うものとする。・・・

四 工事による湧水の発生時期及びその量」とされ，申出があったと

きは速やかに行うとされている。所有者等からは損害発生等の申出も

行っているため，「計っておらずデータを保有していない」というこ

とはあり得ない。湧水量を測定していなかったとするなら，そもそも

名古屋市の「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例」

８０条で，ゆう出水を汲み上げるポンプ等の吐出口の断面積の合計が

７８平方センチメートルを超える場合，地下掘削工事施工に係る届出

が必要という規定を守っていなかったことになるが，汲み上げるポン

プの稼働状況，電気使用量などを調査すれば少なくとも発生時期は特

定できるし，水量の推定もできるはずである。もっと真剣に対象文書

を探し出すべきである。 

エ 請求文書④工事箇所と工事に伴う地盤変動による損害等の発生地点

との平面的及び立体的な位置関係について，Ａ地区，Ｂ地区ともに

「不存在」ということであるが，「要領」３条（地盤変動の原因等の

調査）で「起業地の周辺地域の建物等の所有者・・・から地盤変動に

よる建物等の損害等の発生の申出があったときは，地盤変動による損

害等と工事との因果関係について，速やかに調査を行うものとす
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る。・・・五 工事箇所と地盤変動による損害等の発生地点との平面

的及び立体的な位置関係」とされ，申出があったときは速やかに行う

とされている。所有者等からは損害発生等の申出も行っているため，

何らかの調査はしているはずであり，損害等の発生地点との平面的及

び立体的な位置関係は容易に把握できるはずである。「調査していな

いので不存在」ということはあり得ない。もっと真剣に文書（調査報

告）を探し出すべきである。 

オ 請求文書⑤地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影警の有無及

びその程度について，Ａ地区，Ｂ地区ともに「不存在」ということで

あるが，「要領」３条（地盤変動の原因等の調査）で「起業地の周辺

地域の建物等の所有者・・・から地盤変動による建物等の損害等の発

生の申出があったときは，地盤変動による損害等と工事との因果関係

について，速やかに，調査を行うものとする。・・・六 地盤変動の

原因と見込まれる他の工事等の影響の有無及びその程度」とされ，申

出があったときは速やかに行うとされている。また，「要領」１２条

（複合原因の場合の協議）で「地盤変動による損害等が他の工事等の

施行に係るものと複合して起因していることが明らかな場合は，当該

工事等の施行者と損害等に係る費用の負担の割合等について協議する

ものとする。」ことも定められている。所有者からは損害発生の申出

も行っているため，何らかの調査・協議はしているはずであり，「調

査していないので不存在」ということはあり得ない。もっと真剣に文

書（調査報告）を探し出すべきである。 

（２）意見書 

   ア 手続について 

平成２８年３月２３日付け府情個第１３００号の「理由説明書の送

付及び意見書又は資料の提出について（通知）」の文書を，郵送で

平成２８年３月２４日に受領しました。しかし，あまりにも手続が

遅すぎます。この件について審査請求したのは２０１４（平成２

６）年７月２５日であり，すでに１年８か月が経過しています。こ

の間に行政庁（中部地方整備局）は必要な情報も示さず，必要な調

査もしないまま，どんどん工事被害補償を進めようとしています。

これでは行政不服審査法１条（この法律の趣旨）「簡易迅速な手続

による国民の権利利益の救済を図るとともに，行政の適正な運営を

確保することを目的とする。」を守れません。 

この１年８か月の問に，誰が，いつ，誰に，どんな期限で，どのよ

うな照会をし，回答はいつあったのか，なぜこれほど遅れたのかの

事情を示してください。 

また，東京都の特定整備路線で行政不服審査法に基づく審査請求が
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地域住民等から延べ４，２６２件提出されていることは承知してい

ますが，それらが理由で他の案件が遅れるようなことはあってはな

らないことです。情報公開・個人情報保護審査会の体制を強化して

迅速な審査をすることを情報公開・個人情報保護審査会で検討して

ください。 

さらに，こうした行政不服審査を請求しなくてもすむよう，国土交

通省に対して，地域住民への丁寧な対応，自ら定めた要領（「公共

事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損

害等に係る事務処理要領」）の遵守，情報公開の徹底を求めてくだ

さい。 

イ 処分庁（中部地方整備局長）の理由について 

（ア）請求文書①（工事前後の地形・地質及び地下水位の変動状況） 

要領２条では確かに「工事の着手に先立つ，又は工事の施工中の

調査の実施について規定されたもの」であるが，だからといって

「工事後の調査を行う必要はなく」は極端な解釈である。せいぜい

「要領２条に基づく工事後の調査の定めはなく」程度である。工事

被害が明らかで，まして損害の発生の申出があった場合はその事情

を確認調査することが常識といえる。 

現に要領３条では，損害の発生の申出があった場合は工事完了後

における地形及び地下水位の変化について速やかに調査を行うもの

とされており，国会答弁（２０１５．５．２９国土交通委員会：本

村伸子質問）で，特定路線南部区間の工事で，特定法人が２，２４

７件，国土交通省（愛知国道事務所）が１，８１７件の事後調査を

行っている。しかし家屋補償件数は，２０１５年５月現在で３５０

件，３０件しかなく，工事前後の地形・地質及び地下水位の変動状

況も調査せず，大部分が経年変化のため補償対象外という不誠実な

対応を追求されて，太田国土交通大臣が「丁寧な説明を行っていく

よう，また，住民の方々の理解が得られるように指導して参りた

い」と答弁もするほど，問題の多い案件である。（追加資料１：本

村質問２０１５．５．２９概要。添付略） 

理由説明書の「国土交通省の工事に先立ち，特定法人が・・・掘

削規模の大きな構造物を施工しており，・・・工事着手前の地下水

位と比べ変化がなかったこと，また，・・・国土交通省が実施する

工事内容は局所的で，かつ掘削規模も小さいことから，地形，地質

及び地下水位に関する調査は必要ないと判断したとのことであっ

た。」との理由は納得できない。 

Ａ 要領３条による，損害発生申立てによる調査をしなかったのが

事実であれば，その責任は誰がとるのか，指導監督責任は誰にあ
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るのかを示されたい。 

Ｂ また，工事前の大規模な高速専用部工事で，地下水位の変化が

なかったこと，工事内容は局所的で掘削規模が小さいから，損害

発生申立てがあったにもかかわらず要領３条に基づく調査をしな

いという重大な判断をしたというのであれば，その理由を示した

決裁文書があるはずであり，その文書の情報提供を求める。 

（イ）請求文書②（工事前後の地盤変動：Ａ地区だけでＢ地区の調査が

ない） 

理由説明書は「両地区共に「建設工事公衆災害防止対策要綱」５

４に基づき，工事請負者において，土留工を施してある間は土留用

部材の変形等常時点検を実施しているが，Ａ地区については，官地

内の側溝に土留工の影響が見られたため，工事請負者が土留工等の

変動を観測しており，要綱５４－２項に基づく通知を発注者である

国土交通省に対して行ったため，地盤の異常に関する観測データを

保有していた。しかし，Ｂ地区については，土留工を施してある間

の常時点検等に異常はなく・・・通知も必要なかったことから，国

土交通省において観測データは保有しておらず」であり，今回初め

て公式な文書でＢ地区の工事前後の地盤変動は調査していないこと

を認めた。そのため，公文書が存在しないことは理解できたが，こ

の事実は大きな問題を含んでいる。そもそも，発注者と工事請負者

との間の建設工事公衆災害防止対策要綱５４の異常時の通知の有無

を問題にしているのではない。 

Ａ 審査請求では，要領３条で，地盤変動による建物等の損害等の

発生の申出があったときは，地盤変動による損害等と工事との因

果関係について，速やかに，調査を行うものとするとされている

ので，当然，この要領に基づく調査を行っているはずであること

を指摘している。まず，建物等の損害等の発生の申出，その内容

について，情報公開・個人情報保護審査会として調査・確認し，

理由説明書に，申立ての日時，内容等を追加修正するよう指導さ

れたい。（追加資料２：Ｂ地区の家屋被害例（添付略）） 

Ｂ 「国土交通省において観測データは保有しておらず」と請負者

任せにするのではなく，建物等の損害等の発生の申出があったの

だから，発注者としての責務で要領３条の調査をすべきである。

この調査をしなかったのが事実であれば，その責任は誰がとるの

か，指導監督責任は誰にあるのかを示されたい。 

Ｃ また，建物等の損害等の発生の申出があったのだから，発注者

としての責務で要領３条の調査をすべきである。損害発生申立て

があったにもかかわらず，工事請負者から異常時の通知がなかっ
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たので，調査をしないという判断をしたというのであれば，明ら

かな判断ミスといわざるを得ないが，その判断を下した理由を示

した決裁文書があるはずであり，その文書の公開を求める。 

（ウ）請求文書③（工事湧水の発生時期とその水量，調整池及び共同溝

工事との関連） 

理由説明書の「施工時において大規模な湧水の発生はなく，水量

の測定は行っていない・・・条例８０条に基づき届け出が必要とな

るポンプ吐出口断面積７８平方センチメートルを超えるポンプの使

用もしていない」は納得できない。 

Ａ 「施工時において大規模な湧水の発生はなく」というが，大規

模な湧水があったことは地元民であれば誰もが承知していること

であり，この間の説明・懇談でも中部地方整備局は「１分あたり

０．１２㎥のポンプ２台を２４時間使用し，実際の排出量は，１

分あたり０．０７㎥で，日量換算すると，０．０７×６０×２４

＝１００．８㎥となる。」とまでは発言している。「大規模な湧

水の発生はなく」についての事実関係，大規模の定義について情

報公開・個人情報保護審査会として調査・確認し，理由説明書の

「大規模な湧水の発生はなく」の事実誤認を修正するよう指導さ

れたい。 

Ｂ 審査請求では，要領３条で，地盤変動による建物等の損害等の

発生の申出があったときは，地盤変動による損害等と工事との因

果関係について，速やかに，調査を行うものとするとされている

ので，当然，この要領に基づく調査を行っているはずであること

を指摘している。この調査をしなかったのが事実であれば，その

責任は誰がとるのか，指導監督責任は誰にあるのかを示されたい。 

Ｃ また，審査請求では「汲み上げるポンプの稼働状況，電気使用

量などを調査すれば少なくとも発生時期は特定できるし，水量の

推定もできるはずである。」と具体的な文書も示唆している。工

事請負者からの報告や工事日誌，請求書で汲上ポンプの型式，能

力，稼働状況があるのが通例であるし，電気使用量などからも，

少なくとも発生時期は特定できるし，湧水の汲上量も推定できる

はずである。 

これらの資料から推定した結果の情報提供を求める。 

Ｄ さらに，建設工事公衆災害防止対策要綱７４（排水の処理）

「施工者は，堀削工事を行うにあたっては，・・・特に河川ある

いは下水道等に排水する際には，水質の調査を行った後，排水す

るものとし，事前に，河川法，下水道法等の規定に基づき，当該

管理者に届出を提出し，あるいは許可を受けなければならな



 

 7 

い。」に基づく届け出で概要が把握できるはずであるし，国土交

通省中部地方整備局も現場監督の該当日時の記録からも推定でき

るはずである。これらの資料から推定した結果の情報提供を求め

る。 

（エ）請求文書④（工事箇所と損害等発生地点の平面的，立体的な位置

関係） 

「原処分時，Ａ地区においては・・・損害等の発生の申出があっ

た建物等に対する事後調査が未実施であった」「Ｂ地区においては

建物等の事後の損傷調査は実施済みであったが，工事との因果関係

が特定されていなかった。このため・・・資料は保有していなかっ

た。」との理由は納得できない。 

Ａ 審査請求では，要領３条で，地盤変動による建物等の損害等の

発生の申出があったときは，地盤変動による損害等と工事との因

果関係について，速やかに，調査を行うものとするとされている

ので，当然，この要領に基づく調査を行っているはずであること

を指摘しており，通常の事後調査の有無を問うているわけではな

い。要領３条に基づく因果関係の調査を速やかに行っていなかっ

たのが事実であれば，その責任は誰がとるのか，指導監督責任は

誰にあるのかを示されたい。 

Ｂ また，「原処分時，Ａ地区においては・・・損害等の発生の申

出があった建物等に対する事後調査が未実施であった」との理由

であるが，その後の事後調査により，工事箇所と損害等発生地点

の平面的，立体的な位置関係が調査できているなら，その資料の

情報提供を求める。 

（オ）請求文書⑤（地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影響の有

無及びその程度） 

「同時期に特定路線以外の大規模な改変等を伴う工事が行われて

おらず，・・・他の工事等の影響の調査及び協議を実施する必要が

なかった」との理由は納得できない。現に当該地域では共同溝の立

杭や調整池の大きな工事が行われていた。 

Ａ 審査請求では，「要領」４条（複合原因の場合の協議）に基づ

き国土交通省と特定法人との協議が必要としており，損害発生等

の申出も行っているため，何らかの調査・協議はしているはずと

している。この趣旨は，同時期ではないにしても特定路線につい

て，その専用部の工事は特定法人が実施し，平行する平面部の工

事を国土交通省が行っている。専用部の工事で地盤がゆるみ，部

分的に建物損傷があったあとに，国土交通省が工事したため損傷

が拡大するという複合原因が考えられるため，その協議があるは
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ずなので，その文書開示を求めている。再度検討し複合原因の協

議をしないとした文書の公開を求める。 

Ｂ また，損害発生申立てがあったにもかかわらず，調査をしない

という判断をしたというのであれば，その理由を示した決裁文書

が必ずあるはずであり，その文書の情報提供を求める。 

ウ 諮問庁（国土交通省）の考え方について 

審査請求の５項目すべてが「処分庁の説明に不自然な点は認められ

ない」と判断し，「原処分時に本件開示文書の外に本件対象文書を

保有していたとは認められず，・・・原処分は妥当であると考え

る。」との結論であるが，要領３条による，損害発生申立てによる

調査をしなかったのが事実であれば，その責任は誰がとるのか，指

導監督責任は誰にあるのか，今後の特定路線特定区間Ｚの工事では

どう対応するのかについて，諮問庁（国土交通省）から処分庁（中

部地方整備局）に確認し，必要な指導を行うよう求める。 

また，以下の５点について文書公開，情報提供，理由説明書の追

加・修正を求める。 

（ア）工事内容は局所的で掘削規模が小さくても，損害発生申立てがあ

ったにもかかわらず調査をしないという重大判断をしたというので

あれば，その理由を示した決裁文書があるはずであり，その文書の

情報提供を求める。 

（イ）建物等の損害等の発生の申出があったかどうかについて調査・確

認し，理由説明書に申立ての日時，内容等を追加修正するよう指導

されたい。 

また，損害発生申立てがあったにもかかわらず，工事請負者から

異常時の通知がなかったので，調査をしないという判断をしたとい

うのであれば，明らかな判断ミスといわざるを得ないが，その判断

を下した理由を示した決裁文書があるはずであり，その文書の公開

を求める。 

（ウ）「大規模な湧水の発生はなく」についての事実関係を調査・確認

し，理由説明書の事実誤認を修正するよう指導されたい。 

また，工事請負者からの報告で，汲上ポンプの型式，能力，稼働

状況があるのが通例であるし，電気使用量などからも，少なくとも

発生時期は特定できるし，湧水の汲上量も推定できるはずである。

これらの資料から推定した結果の情報提供を求める。 

さらに，国土交通省中部地方整備局も建設工事公衆災害防止対策

要綱７４（排水の処理）「堀削工事を行うにあたっては，・・・河

川あるいは下水道等に排水する際には，水質の調査を行った後，排

水するものとし，事前に，河川法，下水道法等の規定に基づき，当



 

 9 

該管理者に届出を提出し，あるいは許可を受けなければならな

い。」に基づく許可等で概要が把握できるはずであり，現場監督の

該当日時の記録からも推定できるはずである。これらの資料から推

定した結果の情報提供を求める。 

（エ）Ａ地区において，その後の事後調査により，工事箇所と損害等発

生地点の平面的，立体的な位置関係が調査できているなら，その資

料の情報提供を求める。 

（オ）特定法人の専用部工事で地盤がゆるみ，部分的に建物損傷があっ

たあとに，国土交通省が工事したため損傷が拡大するという複合原

因が考えられるため，同時期ではないにしても複合原因の場合の協

議があるはずなので，その文書開示を求めている。再度検討し複合

原因の協議をしないとした文書の公開を求める。 

また，「調査もしていないので不存在」ということはありえない。

損害発生申立てがあったにもかかわらず，調査をしないという判断

をしたというのであれば，その理由を示した決裁文書が必ずあるは

ずであり，その文書の情報提供を求める。  

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 名古屋市Ａ地区及びＢ地区における工事（以下「本件工事」という。）

について 

本件工事の対象路線である特定路線特定区間は，高速道路（以下「専用

部」という。）と，国道Ｘ号（以下「一般部」という。）の複断面構造と

なっており，一般部を国土交通省，専用部を特定法人とで分担して工事を

実施したものである。 

本件開示請求のあった名古屋市Ａ地区の高架部分の工事は特定法人が，

一般部，側道，環境施設帯（遮音壁含む），共同溝，共同溝の立坑，調整

池工事は国土交通省が施工。Ｂ地区の掘割部の工事は特定法人が，共同溝

の立坑工事は特定法人及び国土交通省が行い，一般部，側道，環境施設帯

（遮音壁含む），共同溝工事は国土交通省が行ったものである。 

２ 要領について 

要領は，国土交通省の直轄の公共事業に係る工事の施行により不可避的

に発生した地盤変動により，建物その他の工作物（以下「建物等」とい

う。）に損害等が生じた場合の費用の負担等に関する事務処理について定

められたものである。 

３ 原処分に対する諮問庁の考え方について 

審査請求人は，本件対象文書のほかに本件請求文書に該当する文書が存

在するはずであり，真剣に探索すべきであると主張していることから，以

下，本件対象文書のほかに本件請求文書に該当する文書を保有しているか

について検討する。 



 

 10 

（１）請求文書①に該当する文書の保有の有無について 

ア 処分庁は，請求文書①に該当する文書として，文書１を特定し，そ

の全部を開示したが，審査請求人は，上記第２のとおり，本件工事の

完了後においても要領２条に基づき地形・地質及び地下水位の変動状

況に関する調査をしているはずであると主張する。 

イ そこで，処分庁に対し，工事完了後に要領２条に基づく調査を行わ

ない理由について確認したところ，要領２条は，工事の着手に先立つ，

又は工事の施工中の調査の実施について規定されたものであるため，

要領２条に基づいて工事後の調査は行う必要はなく，したがって工事

後の地形，地盤，地下水位の変動状況についてのデータは保有してい

ないとのことであった。よって，要領２条に基づく工事後の調査を行

っていないとする処分庁の説明に不自然な点は認められない。 

ウ また，要領３条２項２号において，建物等の使用者から地盤変動に

よる建物等の損害等の発生の申出があったときは，「工事着手前，工

事中又は工事完了後における地形及び地下水位の変化」について速や

かに調査を行うものとされており，また，審査請求人は，審査請求書

において「所有者等からは損害発生等の申し出も行っている」と主張

していることから，処分庁に対し，要領３条２項２号に基づく調査を

行わない理由について確認したところ，国土交通省の施工に先立ち，

特定法人が掘割部や橋梁下部工などの掘削規模の大きな構造物を施工

しており，その際に実施した地下水位調査において，工事着手前の地

下水位と比べ変化がなかったこと，また，特定法人の工事内容と比べ

国土交通省が実施する工事内容は局所的で，かつ，掘削規模も小さい

ことから，地形，地質及び地下水位に関する調査は必要ないと判断し

たとのことであった。よって，要領３条に基づく調査を行っていない

とする処分庁の説明に不自然な点は認められない。 

エ 上記のとおり，本件工事完了後に，国土交通省において要領２条及

び３条に基づく調査は行っていないことから，処分庁は，文書１のほ

かに請求文書①に該当する文書を保有しているとは認められない。 

（２）請求文書②に該当する文書の保有の有無について 

ア 処分庁は，請求文書②に該当する文書として，Ａ地区における工事

に関する文書２－１及び文書２－２を特定し，法５条１号に該当する

部分を不開示とし，その余を開示した。また，Ｂ地区における工事に

ついては，工事前後の地盤変動に関する測定については行っていない

ことから不存在とした。審査請求人は，上記２（２）のとおり，Ａ地

区において測定しているにもかかわらず，Ｂ地区において測定してお

らずデータを保有していないはずがないと主張する。 

イ そこで，処分庁に対し，工事前後の地盤変動に関するデータについ
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て，Ａ地区分を保有し，Ｂ地区分を保有していない理由を確認したと

ころ，両地区共に，「建設工事公衆災害防止対策要綱」（建設省経建

第１号。以下「要綱」という。）５４（土留工の管理）に基づき，工

事請負者において，土留工を施してある間は土留用部材の変形等常時

点検を実施しているが，Ａ地区については，官地内の側溝に土留工の

影響が見られたため，工事請負者が土留工等の変動を観測しており，

要綱５４－２項に基づく通知を発注者である国土交通省に対して行っ

たため，その通知内容である地盤の異常に関する観測データを保有し

ていた。しかし，Ｂ地区については，土留工を施してある間の常時点

検等に異常はなく，要綱５４－２項に基づく通知も必要なかったこと

から，国土交通省において観測データは保有しておらず不存在とのこ

とであった。 

ウ よって，Ｂ地区分の観測データは不存在であるとする処分庁の説明

に不自然な点はなく，処分庁において原処分で特定した文書２－１及

び文書２－２のほかに請求文書②に該当する文書を保有しているとは

認められない。 

（３）請求文書③に該当する文書の保有の有無について 

ア 処分庁は，請求文書③に該当する文書については，本件工事に伴う

湧水の発生時期とその水量については測定しておらず不存在であると

しているが，審査請求人は上記第２のとおり，要領３条によれば，当

該測定を行っていないはずがないと主張し，また，当該測定を行って

いなければ条例８０条の規定を守っていないと主張する。 

イ そこで，処分庁に対し，本件工事に伴う湧水の発生時期とその水量

の測定を行っていない理由を確認したところ，施工時において大規模

な湧水の発生はなく，水量の測定は行っていない。また，条例８０条

に基づき届出が必要となるポンプ吐出口断面積７８ｃ㎡を超えるポン

プの使用もしていないとのことであった。 

ウ よって，水量の測定及び名古屋市への届出を行う必要がなかったこ

とから，請求文書③に該当する文書を保有していなかったとする処分

庁の説明に不自然な点は認められない。 

（４）請求文書④に該当する文書の保有の有無について 

ア 処分庁は，請求文書④に該当する文書については，本件工事に伴う

地盤変動による損害等の発生地点との位置関係を示す資料は保有して

おらず不存在であるとしているが，審査請求人は上記第２のとおり，

要領３条によれば当該調査を行っているはずであると主張する。 

イ そこで，処分庁に対し，本件工事に伴う地盤変動による損害等の発

生地点の調査を行っていない理由を確認したところ，原処分時，Ａ地

区においては，工事に伴う地盤変動による損害等の発生の申し出があ
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った建物等に対する事後調査が未実施であった。また，Ｂ地区におい

ては建物等の事後の損傷調査は実施済みであったが，工事との因果関

係が特定されていなかった。このため，工事箇所と工事に伴う地盤変

動による損害等の発生地点との平面的及び立体的な位置関係に関する

資料は保有していなかったとのことであった。 

ウ よって，原処分時においては，本件工事に伴う地盤変動による損害

の発生地点は特定されていなかったことから，請求文書④に該当する

文書を保有していなかったとする処分庁の説明に不自然な点は認めら

れない。 

（５）請求文書⑤に該当する文書の保有の有無について 

ア 処分庁は，請求文書⑤に該当する文書については，地盤変動の原因

と見込まれる他の工事等の影響については調査しておらず不存在であ

るとしているが，審査請求人は上記２（５）のとおり，要領３条及び

１２条によれば何らかの調査又は協議を行っているはずであると主張

する。 

イ そこで，処分庁に対し，地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の

影響の調査又は協議を行っていない理由を確認したところ，本件工事

周辺において，同時期に特定路線以外の大規模な改変等を伴う工事が

行われておらず，他の工事等の影響の調査及び協議を実施する必要が

なかったとのことであった。 

ウ よって，請求文書⑤に該当する文書を保有していなかったとする処

分庁の説明に不自然な点は認められない。 

（６）審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも上記判断を左右する

ものではない。 

４ 結論   

以上のことから，処分庁は，原処分時に本件対象文書の外に本件請求文

書を保有していたとは認められず，諮問庁としては，本件対象文書を特定

して開示決定を行った原処分は妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年３月１１日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年４月１２日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年１２月５日     審議 

⑤ 平成２９年２月６日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 
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本件開示請求は，別紙の１に掲げる請求文書①ないし請求文書⑤（本

件請求文書）の開示を求めるものであり，処分庁は請求文書①及び請求

文書②に該当するものとして別紙の２に掲げる文書１ないし文書２－２

（本件対象文書）を特定し，その一部を法５条１号に該当するとして不

開示とするとともに，請求文書③ないし請求文書⑤については不存在を

理由に不開示とする決定（原処分）を行った。 

これに対し，審査請求人は，文書１，文書２－１及び文書２－２の外

にも本件請求文書に該当する文書が存在するはずであるとして原処分の

取消しを求めているが，諮問庁は原処分を妥当としていることから，以

下，本件対象文書を特定したことの妥当性及び請求文書③ないし請求文

書⑤の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）請求文書①について 

ア 請求文書①の開示請求に対し，処分庁は，工事前の地形，地質等

の状況に関する調査結果が記載された文書１を特定し，開示した。 

これに対し，審査請求人は，ⅰ）要領２条において，「工事の施

工による地盤変動により建物等に損害が生ずるおそれがあると認め

られるときは，工事の着手に先立ち又は工事の施工中に調査を行う

ものとする」とされているので，地形，地質及び地下水位の状況に

関する調査を工事前しか行っていないことはあり得ない，ⅱ）要領

３条１項では，「地盤変動による建物等の損害等の発生の申出があ

ったときは，地盤変動による損害等と工事との因果関係について，

速やかに調査を行うものとする」とされ，現に損害等の発生の申出

があったのであるから，工事完了後の調査を行わないことはあり得

ず，もし調査を行わなかったというのであればその決裁文書がある

はずであると主張する。 

イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，文書特定の経緯等に

ついて改めて確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり

説明する。 

（ア）工事前にコンサルタント会社に地質調査業務を委託し，同会社

が作成した「平成１５年度Ｘ号東南部地質調査業務報告書」の中

にＡ・Ｂ両地区に関する地形，地質の概要及びボーリングによる

地質調査結果が記載されていたので，請求文書①に該当するもの

と判断し，同報告書の該当頁を抜粋して文書１として特定したも

のである。 

（イ）審査請求人は，要領２条を根拠として工事完了後の調査に関す

る文書が存在するはずであると主張するが，要領２条には，「工

事の着手に先立ち又は工事の施工中に調査を行うものとする」と
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され，工事完了後に調査を行うことは規定されていないことから，

要領２条に基づく工事完了後の調査は行っていない。 

（ウ）審査請求人が主張する要領３条１項に基づく損害等発生の申出

を受けて行う因果関係の調査については，同条２項において「前

項の調査は，１号ないし７号に掲げる事項のうち必要と認められ

るものについて行うものとする」とされているので，１号ないし

７号に列記された調査を全て行うものではなく，必要な調査に限

って行うものである。 

本件工事については，ⅰ）国土交通省の工事に先立ち特定法人

が実施した大規模工事の際に工事前後の地下水位に変化がなかっ

た旨特定法人から口頭説明を受けていたこと，ⅱ）特定法人が行

った工事内容と比べ，国土交通省が実施した工事内容は局所的で，

かつ，掘削規模も小さかったことから，要領３条２項の１号ない

し７号に規定する調査のうち，地形，地質及び地下水位に関する

調査は必要ないと判断し，調査を行わなかった。 

なお，審査請求人は，損害等発生の申出があったのに工事完了

後の調査を行わなかったというのであれば，その決裁文書がある

はずであると主張するが，決裁文書は作成していない。しかしな

がら，地方整備局行政文書取扱規則１１条では，回答，許可その

他の処分，供覧等の措置を必要とする行政文書を受領したとき又

は通知等の発議が必要と認められるときに決裁文書を作成するこ

ととされており，本件のような調査を行わないことに関して決裁

文書を作成する必要はないから，決裁文書がないからといって，

工事完了後の調査を行わなかったという処分庁の説明が不自然と

なるものではない。 

（エ）以上のとおり，工事完了後の地形，地質及び地下水位の状況に

関する調査については，要領２条及び３条１項のいずれに基づい

ても行っておらず，工事完了後の調査に関する文書は作成・保有

していない。したがって，請求文書①に該当する文書として中部

地方整備局において保有するものは，工事前の調査に関する文書

１のみである。 

ウ 工事完了後の地形，地質及び地下水位の状況に関する調査は，要

領２条及び３条１項のいずれに基づいても行っておらず，中部地方

整備局において文書１の外に請求文書①に該当する文書は保有して

いない旨の上記諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は認められ

ず，これを覆すに足る事情も見当たらない。 

したがって，中部地方整備局において，文書１の外に請求文書①

の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められず，文書
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１を特定したことは妥当である。 

（２）請求文書②について 

ア 処分庁は，工事前後の地盤変動に関する測定結果（請求文書②）

について，Ａ地区のデータとして文書２－１及び文書２－２を特定

し，一部開示したが，Ｂ地区のデータは保有していないとしている。 

これに対し，審査請求人は，要領３条１項に基づく調査を行って

いるはずであるから，工事前後の地盤変動に関する測定結果につい

て，Ａ地区でのデータを保有しているが，Ｂ地区でのデータを保有

していないということはあり得ないと主張する。 

イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，文書特定の経緯等に

ついて改めて確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり

説明する。 

（ア）上記（１）イ（ウ）のとおり，要領３条１項に基づく損害等発

生の申出を受けて行う因果関係の調査については，同条２項１号

ないし７号に列記された調査を全て行うものではなく，必要な調

査に限って行うものであり，本件工事については，国土交通省に

おいてＡ，Ｂ両地区のいずれについても工事前後の地盤変動に関

する測定は行っていない。 

（イ）Ａ地区については，中部地方整備局が工事請負者から入手した

「平成２１年度Ｘ号相原地区道路建設工事関係書類」及び「平成

２４年度Ｘ号東南部地区道路整備工事関係書類」の中にＡ地区周

辺の地盤に関する平成２２年度と平成２５年度の観測データが記

載されており，これらはＡ地区の工事前後の地盤変動に関する測

定結果に該当すると認められたので，各関係書類の該当頁を抜粋

し，文書２－１及び文書２－２としてそれぞれ特定したものであ

る。 

 上記観測データは，要綱５４に基づき土留工を施している間の

常時点検を実施していた工事請負者がＡ地区官地内の側溝に土留

工の影響が見られたため土留工等の変動を観測して記録したもの

であって，要綱５４－２項に基づき工事請負者から中部地方整備

局に通知されたものである。 

（ウ）他方，Ｂ地区については，土留工を施している間の常時点検等

に異常は見られず，要綱５４－２項に基づく工事請負者からの通

知もなかったため，Ｂ地区の地盤に関する観測データは保有して

いない。 

（エ）以上のとおり，Ｂ地区の地盤に関する観測データを保有してお

らず，請求文書②に該当する文書として中部地方整備局において

保有するものは，Ａ地区に関する文書２－１及び文書２－２のみ
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である。 

ウ Ｂ地区の地盤に関する観測データは保有しておらず，中部地方整

備局において文書２－１及び文書２－２の外に請求文書②に該当す

る文書は保有していない旨の上記諮問庁の説明に特段不自然・不合

理な点は認められず，これを覆すに足る事情も見当たらない。 

したがって，中部地方整備局において，文書２－１及び文書２－

２の外に請求文書②の対象として特定すべき文書を保有していると

は認められず，文書２－１及び文書２－２を特定したことは妥当で

ある。 

３ 請求文書③ないし請求文書⑤の保有の有無について 

（１）請求文書③について 

ア 処分庁は，Ａ，Ｂ両地区とも本件工事に伴う湧水の発生時期とそ

の水量について測定しておらず，請求文書③を保有していないとし

ている。 

これに対し，審査請求人は，要領３条１項に基づく調査として当

該測定を行っていないはずがないと主張し，また，当該測定を行っ

ていなければ名古屋市の「市民の健康と安全を確保する環境の保全

に関する条例」（以下「条例」という。）８０条の規定を守ってい

ないと主張する。 

イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，請求文書③の保有に

ついて確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり説明す

る。 

（ア）本件工事においては，Ａ，Ｂ両地区とも施工時に大規模な湧水

の発生はなく，水量の測定は行っていない。 

（イ）条例８０条に基づく届出が必要な掘削工事は，条例施行細則７

４条により揚水機の吐出口の断面積が７８ｃ㎡を超える設備を用

いて湧出水を排出する工事とされているところ，Ａ，Ｂ両地区と

も，このような揚水設備を必要とするような湧水はなく，条例８

０条に基づく名古屋市への届出の必要はないため，届出のための

水量の測定も行っていない。 

（ウ）以上のとおり，Ａ，Ｂ両地区とも湧水の水量の測定は行ってお

らず，請求文書③に該当する文書は作成・保有していない。 

ウ 請求文書③に該当する文書を保有していないとする上記諮問庁の

説明に特段不自然・不合理な点は認められず，これを覆すに足る事

情も見当たらない。 

 したがって，中部地方整備局において，請求文書③を保有してい

ないとして不開示としたことは，妥当である。 

（２）請求文書④について 
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ア 処分庁は，請求文書④について，工事箇所と工事に伴う地盤変動

による損害等の発生地点との位置関係を示す文書は保有していない

としているが，審査請求人は，要領３条１項に基づく調査を行って

いるはずであるから，該当する文書が不存在ということはあり得な

いと主張する。  

イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，請求文書④の保有の

有無について確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり

説明する。 

（ア）原処分をした平成２６年６月当時，Ａ地区では工事に伴う地盤

変動による損害等の発生の申出があった建物等に対する事後調査

が未実施であったこと，また，Ｂ地区では建物等の事後の損傷調

査は実施済みであったものの，工事との因果関係が特定されてい

なかったことから，工事箇所と工事に伴う地盤変動による損害等

の発生地点との平面的及び立体的な位置関係に関する資料，すな

わち請求文書④に該当する文書は作成・保有していなかった。 

（イ）したがって，請求文書④を保有していないとして不開示とした

原処分は妥当であると考える。 

ウ 原処分時において請求文書④に該当する文書は作成・保有してい

なかったとする上記諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は認め

られず，これを覆すに足る事情も見当たらない。 

 したがって，中部地方整備局において，請求文書④を保有してい

ないとして不開示としたことは，妥当である。 

（３）請求文書⑤について 

ア 処分庁は，請求文書⑤について，地盤変動の原因と見込まれる他

の工事等の影響については調査しておらず，不存在であるとしてい

るが，審査請求人は，要領３条１項及び１２条に基づき調査又は協

議を行っているはずであるから，該当する文書が不存在ということ

はあり得ないと主張する。 

イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，請求文書⑤の保有に

ついて確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり説明す

る。 

（ア）本件工事の周辺においては，同時期に本件工事以外の大規模な

改変等を伴う工事が行われておらず，他の工事等の影響の調査及

び協議を実施する必要がなかった。 

（イ）また，本件工事を分担した国土交通省と特定法人との間では，

それぞれ担当の工事を施行した者が工事に起因する建物等の損傷

に伴う補償等を実施することとされており，国土交通省と特定法

人との間で補償等の負担割合等について協議したことはない。 
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（ウ）審査請求人は，本件工事のうち特定法人が行った工事で地盤が

緩み，部分的に建物損傷があった後に，国土交通省が工事したた

め損傷が拡大するという複合原因が考えられることから，国土交

通省と特定法人とで協議を行っているはずであると主張する。 

しかしながら，原処分時において，審査請求人が主張するよう

な複合原因が問題となった事例は発生しておらず，国土交通省と

特定法人との間で建物等の損害等と工事との因果関係について協

議したことはない。 

（エ）以上のとおり，地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影響

について調査及び協議を行ったことはなく，請求文書⑤に該当す

る文書は作成・保有していないから，請求文書⑤について不存在

を理由に不開示とした原処分は妥当であると考える。 

ウ 地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影響について調査及び

協議を行ったことはなく，請求文書⑤に該当する文書は作成・保有

していないとする上記諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は認

められず，これを覆すに足る事情も見当たらない。 

したがって，中部地方整備局において，請求文書⑤を保有してい

ないとして不開示としたことは，妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

５ 付言 

本件は，審査請求から諮問までに１年７か月以上が経過しており，「簡

易迅速な手続」による処理とはいい難く，審査請求の趣旨及び理由に照ら

しても，諮問を行うまでに長期間を要するものとは考え難い。 

諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における諮

問に当たって，迅速かつ的確な対応が望まれる。 

６ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，請求文書①及び請求

文書②につき，本件対象文書を特定し，その一部を不開示とし，請求文書

③ないし請求文書⑤につき，これを保有していないとして不開示とした決

定については，中部地方整備局において，ⅰ）本件対象文書の外に開示請

求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，本

件対象文書を特定したことは妥当であり，ⅱ）請求文書③ないし請求文書

⑤を保有しているとは認められないので，これを保有していないとして不

開示としたことは妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋   
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の

損害等に係る事務処理要領」３条及び２条に係る調査資料，名古屋市Ａ地

区（高架部分及び調整池工事）Ｂ地区（掘割部及び共同溝工事）について,

以下の関係資料 

請求文書① 

工事前後の地形・地質及び地下水位の変動状況 

請求文書② 

工事前後の地盤変動に関する測定結果 

請求文書③ 

工事に伴う湧水の発生時期とその水量,調整池及び共同溝工事との関連

も含める 

請求文書④ 

工事箇所と工事に伴う地盤変動による損害等の発生地点との平面的及び

立体的な位置関係 

請求文書⑤ 

地盤変動の原因と見込まれる他の工事等の影響の有無及びその程度 

 

２ 本件対象文書 

  文書１ 

平成１５年度 Ｘ号東南部地質調査業務報告書の抜粋（Ａ地区及びＢ地

区に係るもの） 

文書２－１ 

平成２１年度 Ｘ号相原地区道路建設工事関係書類の抜粋（Ａ地区に係

るもの）  

  文書２－２ 

平成２４年度 Ｘ号東南部地区道路整備工事関係書類の抜粋（Ａ地区に

係るもの）  

  

 

 


